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①グローバリゼーションの進展
（都市間競争、ものづくり、観光等）

④巨大災害の切迫、インフラ老朽化

⑤環境、エネルギー問題の深刻化

⑦国民の価値観の変化

⑧国土空間の変化

⑥技術革新の進展

②スーパーメガリージョンの誕生

③急激な人口減少･少子化、異次元の高齢化の進展

愛知県
静岡県

長野県

岐阜県

三重県
中部圏

東北圏

首都圏

北陸圏

近畿圏
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第２節 時代の潮流と中部圏の状況・課題

２．歴史的・文化的特性１．地理的・自然的特性

第１章 中部圏を取り巻く情勢

第１節 中部圏の地域特性

１．時代の潮流

（計画区域）
本計画は、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県及び三重県の５県の区域を対象とする。ま

た、本計画区域と隣接する東北圏、首都圏、北陸圏及び近畿圏の広域地方計画とは、施策
の整合性と連携の確保を図るべく、十分な協議、調整を行う。特に北陸圏とは合同協議会
を開催する。

（計画期間）
計画期間は、2050年という長期を展望しつつ、概ね１０ヶ年間（リニア中央新幹線名

古屋開業予定の平成３９年までを想定）とする。したがって、計画期間後の将来を見通し
て、計画期間中に取りかかる必要のある施策までも含めた計画として策定する。
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第１章 中部圏を取り巻く情勢 第２節 時代の潮流と中部圏の状況・課題

２．中部圏を取り巻く状況・課題 ①人口（本格的な人口減少社会の到来、将来人口予測の二極化、生産年齢人口の減少、比較的高い出生率、東京圏への人口流出、高齢化の急速な進展）

■中部圏の年齢階層別の推移

出典：国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成25（2013）年3月推計）」

高齢者が
2010年より３割増

働き手・担い手が
2010年より３割減

将来人口の二極化「人口増加・現状維持程度」の地域と「大幅に減少」する地域

中部圏 生産年齢人口３割減、高齢者人口３割増（2040年/2010年）

東京圏への流出 女性（約９千人）は男性（約６千人）の約１．５倍

1.5倍

2出典：国立社会保障・人口問題研究所 『日本の地域別将来推計人口』（平成25年3月推計）

人口指数100以上の市町村
（2010年を100とした場合の2040年の人口指数）

長野県
南箕輪村 ・・・107.3

岐阜県
美濃加茂市・・・103.9 瑞穂市 ・・・101.9
北方町 ・・・100.7

静岡県
長泉町 ・・・104.9

愛知県
安城市 ・・・103.9 大府市 ・・・107.3
高浜市 ・・・110.6 日進市 ・・・116.5
みよし市 ・・・110.7 長久手市 ・・・122.2
東郷町 ・・・107.5 豊山町 ・・・100.2
大口町 ・・・101.6 大治町 ・・・103.8
幸田町 ・・・110.5

三重県
朝日町 ・・・112.5 川越町 ・・・110.8

合計特殊出生率1.70以上の市町村（平成20年～24年）

長野県
駒ヶ根市 ・・・1.71

岐阜県
郡上市 ・・・1.78 下呂市 ・・・1.72
瑞穂市 ・・・1.71 岐南町 ・・・1.70

静岡県
裾野市 ・・・1.82 長泉町 ・・・1.82
袋井市 ・・・1.76 河津町 ・・・1.75
吉田町 ・・・1.73 御前崎市 ・・・1.72

愛知県
大治町 ・・・1.84 東海市 ・・・1.82
みよし市 ・・・1.81 高浜市 ・・・1.80
知立市 ・・・1.79 幸田町 ・・・1.77
刈谷市 ・・・1.77 設楽町 ・・・1.76
安城市 ・・・1.75 豊山町 ・・・1.74
大府市 ・・・1.73 大口町 ・・・1.72

三重県
川越町 ・・・1.77 朝日町 ・・・1.72

■2010年（平成22年）を100とした場合の2040年（平成52年）の人口指数図
■東京圏、大阪圏及び中部圏内の転入出者数の状況

■女性の大学進学時の転出状況 同程度

約-4,500人



第１章 中部圏を取り巻く情勢 第２節 時代の潮流と中部圏の状況・課題 ２．中部圏を取り巻く状況・課題

②産業とインフラ

東海環状道開通見通し 約１５％（公表）

■農業産出額

出典：農林水産省「平成25年生産農業所得統計」

卓越したものづくり産業 製造出荷額等で全国４分の１以上のシェア
我が国のリーディング産業である自動車、航空機産業が集積

中部圏は農業先進圏

中部圏は全国シェアの
１１％強を占める。

製造業に特化しサービス産業（第三次産業）比率は小さい ものづくり、物流を支えるインフラは発展途上

リニア中央新幹線の工事着手

相対的に弱いインバウンド観光

3出典：「宿泊旅行統計調査」（観光庁）をもとに作成 出典：「出入国管理統計」（法務省）をもとに作成

■外国人出入国利用空港

■製造品出荷額等（製造業計）シェア

中部圏

76.0 兆円
26%

その他地域

212.8 兆円
74%

全国計 288.7 兆円

全国シェア
4分の1以上

※岐阜県の自動車車体・附随車製造業は秘匿値のため中部圏に含めていない。
※ 静岡県のその他の航空機部分品・補助装置製造業は秘匿値のため中部圏に含めていない。
出典：経済産業省「平成24年工業統計」

■自動車関連・航空機部品の製造品出荷額等シェア

（自動車製造業（二輪自動車を含む）、自動車車体・附随
車製造業、自動車部分品・附属品製造業の合計のシェア）

（その他の航空機部分品・
補助装置製造業のシェア）

中部圏

28.5 兆円
57%

その他地域

21.7 兆円
43%

全国計 50.3 兆円

サービス 0.9情報通信

0.6

運輸

1.1
不動産 0.8

金融・保険

0.7卸売・小売 0.9

電気ガス水道

1.0

建設業

0.9

その他製造業

1.4

輸送用機械

3.8
繊維・パルプ

2.7

電気機械

1.3

一般機械

1.4

鉄鋼・金属

1.3

窯業・土石

1.6

農林水産業

2.0

第3次産業 62.2%素材型製造業
10.0%

加工型製造業
18.0%

（出典）内閣府 県民経済計算（平成23年度）を基に作成。
（注） 1.グラフ内の数字は特化係数であり、赤字は1.2以上であることを示す。

2. （特化係数）＝（地域iのｊ産業の構成比）／（全国のｊ産業の構成比）
特化係数は、地域のある産業の生産額が地域全体の生産額に占めるシェアを、全国の当該産業のシェアと比較したものであり、その地域が全国の平均的な産業構造の姿と比べてどの産業に
特化しているかを示す。１より大きければ、その産業に特化していることを示す。

（製造業に強くサービス業に弱い、卓越したものづくり産業、高度な研究力、中堅・中小企業の厳しさ、先進的な大農業地域、観光交流は発展途上、ものづくり、物流を支えるインフラは発展途上、
リニア中央新幹線の工事着手）

出典：中部地方整備局

■外国人旅行者 宿泊者数



第１章 中部圏を取り巻く情勢 第２節 時代の潮流と中部圏の状況・課題 ２．中部圏を取り巻く状況・課題

③災害（南海トラフ地震の懸念、スーパー伊勢湾台風等大規模自然災害への懸念、災害リスクエリアに人口・都市・生産機能が集積）

■時間雨量50mmの集中豪雨の発生回数は
約30年前の約1.4倍

南海トラフ地震の懸念 発生確率30年以内７割
太平洋沿岸地域に都市・生産機能が集積

災害リスクエリアの面積、居住する人口割合は全国トップクラス

対象災害
リスクエリア面積

（面積に対する割合)
リスクエリア内人口（２０１０）

(全人口に対する割合)

洪水 約2,400k㎡（5.8％） 558万人（32.5％）

土砂災害 約9,900k㎡（24.2％） 100万人（5.8％）

地震災害（震度被害） 約13,900k㎡（33.9％） 1,338万人（80.9％）

地震災害（液状化被害） 約5,200k㎡（12.6％） 836万人（48.7％）

津波災害 約1,400k㎡（3.4％） 237万人（13.8％）

５災害いずれか（中部圏） 約22,800k㎡（55.7％） 1,547万人（90.2％）

５災害いずれか（全国） 約131,400k㎡（34.8％） 9,442万人（73.7％）

中部圏人口の約９割が災害リス
クエリアに居住（全国は約７割）

中部圏の約６割が災害リスクエリ
ア（全国は約３割）

スーパー伊勢湾台風等大規模自然災害への懸念
日本最大のゼロメートル地帯

頻発する集中豪雨、局地的なゲリラ豪雨の増加（地球温暖化の懸念）

4

平成２６年南木曽町梨子沢土石流（土砂被害）

出典：全国の地盤沈下地域の概況(H24)（環境省）より作成

■全国のゼロメートル地帯の面積
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国道19号

ＪＲ中央線

≪今後30年間に震度6弱以上の地震が発生する確率（2013年基準）≫
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第１章 中部圏を取り巻く情勢 第２節 時代の潮流と中部圏の状況・課題 ２．中部圏を取り巻く状況・課題

④環境、エネルギー、土地（環境問題の現状、エネルギー確保の現状、気候変動等に伴う渇水リスクの高まり、相対的に安い地価、沿岸部での地価急落、インフラ整備等に伴う土地利用ニーズ）

磐田-11 
磐田-15 

袋井-4 

袋井-5 

掛川-7 

磐田-1 
磐田5-1 

袋井-2 
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75.00
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105.00
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磐田-11 磐田-15 袋井-4 袋井-5 掛川-7
磐田-1 磐田5-1 袋井-2 袋井-3 掛川-4

地価公示価格（指数）の推移（磐田市、袋井市、掛川市）

沿岸部の地価動向例 東京圏と比べ安い地価 継続する渇水リスク
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出典：国土交通省「地価公示価格」

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

名古屋 東 京 大 阪

（円/㎡）
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三大都市圏における住宅地「平均」価格 三大都市圏における商業地「最高」価格

出典：国土交通省 「平成２７年地価公示」

内陸部の地価は新東名開通等ともあいまって下げ止まりから増加傾向
沿岸部の地価は下落傾向が継続

東京の約１／３ 東京の約１／４

環境、エネルギー問題等に市民の関心・意識の高まり

■人口千人当たり新エネルギー発電量
再生可能エネルギーへの取組事例

■太陽光と風力のハイブリッド
発電所が運転開始
平成26年10月 （愛知県田原市）

■木質バイオマス発電プラント完成
平成26年12月 （岐阜県瑞穂市）

写真提供：田原市

写真提供：岐阜県

■生物多様性条約第10回締約国
会議（ＣＯＰ10）（2010年）

■持続可能な開発のための教育（ESD）に関するユネスコ世界会議（2014年）

■あいち生物多様性フォーラム（2012年）

出典：ESDユネスコ世界会議あいち・なごや支援実行委員会HP

出典：名古屋市HP

写真提供：愛知県

平成20年「低炭素社会づくり行動計画」を契機に
中部圏は全国の約2倍

写真提供：日本政府
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第１章 中部圏を取り巻く情勢 第２節 時代の潮流と中部圏の状況・課題 ２．中部圏を取り巻く状況・課題

⑤地域社会と生活（ゆとりある生活、強い地域の結びつき、相対的に低いＮＰＯの活動、医療・介護、福祉）

■10万人あたりＮＰＯ事業活動に携わるボランティア数は全国平均以下

■三世代世帯比率

首都圏、近畿圏に比べ
て約２倍

出典：国勢調査(平成22年度）

中部圏のゆとりある生活環境 相対的に低いNPOの活動
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65歳以上人口における重度介護者の割合は低い
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■大都市圏の平均通勤時間

出典：総務省「平成25年住宅・土地統計調査（速報集計）」

関東大都市圏の約６割
近畿大都市圏の約８割

「医療介護の余力は地域によっては厳しい状況」との予測もある

【国際医療福祉大学大学院 高橋泰教授作成資料】

■現在の資源レベルと需要予測をもとにした各地域の将来の医療介護の余力■65歳以上人口における重度介護者（要介護3以上）の状況（2012年）

【出典】事業活動に携わるボランティア数：平成25年度特定非営利活動法人に関する実態調査報告書 内閣府（回答法人数×平均値）
人口：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（H26.1.1現在）



第２章 目標とその実現に向けた基本的方針
第１節 目標 第２節 実現に向けた基本方針

世界に誇るものづくりを軸とし、リニア中

央新幹線を最大限活かして、スーパーメガ

リージョンの「極」（経済成長、人口増、国

際交流・生活・文化等）を形成し、我が国の

成長を牽引。さらに、各地域の個性を磨く拠

点づくりを進め、地域間の連携・重層的な対

流を促進し、地方創生を実現。併せて、その

前提となる安全安心な国土と次代を担う人づ

くりを推進。

１．世界最強・最先端のものづくりの進化

４．安全・安心で環境と共生した地域づくり

５．人材育成と共助社会の形成

２．スーパーメガリージョンのセンターとして、
我が国の成長を牽引

３．地域の個性と対流による地方創生

7



【出典：TOKAIVISONアクションプラン】

中部圏 ものづくり産業構造イメージ

『ものづくりマザー機能』とは

地域の企業及びその集積により
地域全体が発揮するものづくり
力を維持・強化させる機能

中部圏の戦略産業

ものづくり産業を支える
中堅・中小企業

第３章 実現に向けた具体的方策
第１節 世界最強・最先端のものづくりの進化

国産旅客機（ＭＲＪ）
【三菱航空機株式会社提供】

アジア№1航空宇宙産業クラスター形成特区

川崎重工業(株)岐阜工場周辺地区

三菱重工業(株)名古屋誘導推進システム製作所地区

県営名古屋空港周辺地区

名古屋大学地区

三菱重工業(株)岩塚工場地区

三菱重工業(株)大江工場周辺地区

川崎重工業(株)名古屋第二工場地区

三菱重工業(株)飛島工場地区

川崎重工業(株)名古屋第一工場地区

セントレア・中部臨空都市地区

富士重工業(株)半田・半田西工場地区

三菱重工業(株)松阪工場地区

中部・北陸圏「コンポジットハイウェイ構想」 複合材料に関する研究開発から生産・加
工・組立までを行う世界に冠たる一大拠点・
産業集積の形成コンポジットハイウェイコンソーシアム

活
動
を
支
援

【中部経済産業局資料をもとに作成】

産学官連携
研究力強化

東海北陸連携キックオフイベント

金沢工業大学ICCセンター所長

名古屋大学NCCセンター長

岐阜大学GCCセンター長

【写真出典：名古屋大学ＨＰ】

ものづくり中部の集積力や技術力、人材力などを活かし産業の国際競
争力を強化し、世界最強・最先端のものづくり中枢圏域を形成。さらにも
のづくり技術の活用・応用により、新たな産業を創生、加えて水素社会実
現等の新しい世界モデルを提示。

【主要な施策】
１．日本の成長を担う産業の強化
①中部圏の産業競争力の強化（自動車、航空機、ヘルスケア、環境、ロボット産業等）
②ものづくり産業を支える中堅・中小企業の振興
③北陸圏との連携強化（中部・北陸圏「コンポジットハイウェイ構想」等）

２．国際競争力を支える産業基盤の強化～企業の国内回帰・海外の対日投資を呼び込む～
①基幹産業を支える物流拠点の強化

（中部国際空港の完全２４時間化、名古屋港・四日市港等）
②ものづくり産業を支える陸海空の拠点を結ぶ道路ネットワーク強化

（産業立地につながる東海環状軸強化、東西軸・南北軸強化）
（中部国際空港へのダブルアクセス、三河港や清水港など港湾へのアクセス強化）

③安定したエネルギー供給や多様化・水資源の確保
④将来を見据えた総合的な土地利用

３．高度なものづくり技術の活用による新たな産業の創生
①ものづくり産業に関連する新たな産業の創生（ＩＣＴ技術革新の活用等）
②大学や民間研究施設等のネットワーク強化による更なる研究力の強化（ナレッジリンク等）

４．水素社会実現等の新しい世界モデルの提示
①ものづくり技術を活かした水素社会の実現

飯田市内地区

喬木村内地区

松川町内地区

高森町内地区

豊丘村内地区

浜松市内地区

ボーリング787型機の
35%の部品を日本企業
が担当

川崎重工業（株）岐阜工場

主な国際戦略総合特区指定区域を掲出
ドリームリフターによりボーイング787型機部品
を中部国際空港から空輸

【出典：中部経済産業局資料】【中部国際空港(株)提供】

H26.6.26区域指定時

【愛知県HPをもとに作成】

指定地方公共団体にあたる市町村

国際戦略総合特区指定区域

ボーイング787型機部品の海上輸送ルート

8



第３章 実現に向けた具体的方策

第１節 世界最強・最先端のものづくりの進化

ものづくり産業を支える物流インフラネットワークの整備

中部国際空港

東海環状整備効果事例

【出典：中部経済産業局ＨＰ】

デザインを通じた意匠・商標制度の普及事業
（事例）

新たな産業創生取組事例

燃料電池車（ＦＣＶ） ミライ

水素社会の実現に向けた取組

とよたｴｺﾌﾙﾀｳﾝ水素ステーション水素社会
普及啓発ゾーン開所式（愛知県庁）

【写真提供：愛知県】

愛知県内の水素ステーションは、整備中を含め全国最多の13基
（平成27年2月現在）

燃料電池の市場規模は2025年に世界で5兆円規模に拡大

名古屋港飛島ふ頭効果事例

大学・民間連携による高度な研究力（青色LED）事例

【出典：内閣府 科学技術政策担当大臣等政務三役と総合科学技術・イノベーション会議有識者議員との会合】

水素社会に先陣
ＦＣＶの実用化

○東海環状自動車道東回り区間開通により東回り区間沿線への工業団地の立地が促進

○平成１２年から１２年間で工業団地の立地が約３倍増
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取
扱
個
数
（万T
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U

）

輸 出 輸 入 合計

H25：253.0万TEU

≪名古屋港におけるコンテナ取扱個数の推移≫

名古屋港は
・総取扱貨物量は12年連続全国１位（２．１億トン）
・貿易額は4年連続全国１位（１６．３兆円）
・貿易黒字額全国１位（６兆円）

遠隔自働RTG
（ラバータイヤ式ガントリークレーン）

世界で初めて、ラバータイヤ式ガントリークレーンでの遠隔自働化
を実現し、管理棟内にある遠隔操作室から無人の自働ＲＴＧを
遠隔操作して作業を平準化・効率化。

AGV
（自働搬送台車： Automated Guided Vehicle）

日本で初めて、ターミナル運行管理システムから無
線通信により自働制御される無人のコンテナ搬送用
台車を導入し、ターミナル運行管理システムによる
RTGとの連携により、自働での２４時間荷役、省力化
など効率化を追求。

2.5兆円

1.3兆円

0.8兆円

世界へ世界から

【出典：エネルギー庁資料】

新東名高速道路

名古屋港

【写真提供：愛知県】

民間活力との連携

9

TS1
（-16m）

TS2
（-16m）

世界初

遠隔操作

【写真提供：名古屋港管理組合】

【写真提供：名古屋港管理組合】

飛島ふ頭南側CT

【写真提供：名古屋港管理組合】



第３章 実現に向けた具体的方策

第２節 スーパーメガリージョンのセンターとして、我が国の成長を牽引

スーパーメガリージョンの誕生

国際的な都市間競争に打ち勝つ世界のモデルとなる首都圏の形成、個性を活かした近畿圏・
中部圏の形成

【出典：国土形成計画 中間整理をもとに作成】

中部圏近畿圏

文化・歴史
商業機能

健康・医療産業 等

首都圏

自動車・航空機など
世界最先端の
ものづくり 等

オリンピック・パラリンピックを
契機とした先進的・構造的取組

安全・安心首都としての防災機能強化
業務核都市の機能集積

海外

海外

大都市圏の個性と連携による新たな価値の創造

リニアの高速性を活かした中部固有の新たな価値の創造

●リニアの速達性を活かし、気軽な往来によ
る、新たなライフスタイルの提供を促進

南アルプス国立公園
（飯田駅から直線距離で約20㎞）

北岳

赤石岳

本社周辺に自然公園がある企業

■ネスレ（世界最大の食品・飲料企業）
本社位置：ヴォー州

（スイス南西部）

・グリュイエール自然公園
まで直線距離で約６km

・ジュラ・ヴォドワ自然公園
まで約20㎞

■ウォルマート（世界最大の小売企業）
本社位置：アーカンソー州

（米国中央部）

・オザーク国立公園
まで約20㎞

●南アルプスの大自然を望むことができるなど、高度
な都市生活と大自然に囲まれた環境が近接した二地
域居住等の新しいライフスタイルの実現を期待

【出典：国土のグランドデザイン２０５０をもとに作成】

【出典：第3次まんなかビジョン】

リニア開業で誕生する世界最大のスーパーメガリージョン。中部圏の日
本のまんなかで交通結節点に位置する地勢やものづくり、ゆとりある生活
環境を有する地域特性を活かしつつリニア効果を最大化。首都圏からの
人口環流を先導、人口増の「極」を形成し、東京一極集中を是正しつつ､
我が国の成長を牽引。

【主要な施策】
１．人口増の「極」の形成～ハートランドオブジャパンの創出～
①リニアの高速性を活かした中部固有の新たな価値の創造

（地域文化、二地域居住、ライフスタイル、産業構造（本社・研究機能等の移転）等）
②大名古屋への変革－世界の“Nagoya”へ－

（名古屋の魅力向上、周辺市町～中部圏への魅力拡大）
③名古屋駅のスーパーターミナル化（高速道路との結節性向上、乗換利便性の向上等）
④リニア岐阜県駅（中津川市）を核とした地域づくり
⑤リニア長野県駅（飯田市）を核とした地域づくり（リニアバレー構想）

２．リニア効果の中部圏全域への波及
①リニア効果波及のためのネットワーク強化

（名古屋駅と中部国際空港のアクセス強化、鉄道アクセス40分圏拡大）
（東海環状自動車道等環状軸、東海北陸自動車道等南北軸の強化）
（周辺都市との高速道路ネットワーク、リニア関連アクセス道路ネットワーク強化等）

②東海道新幹線沿線地域へのリニア効果を活かす地域づくり
（多モード型複合交通ネットワークの再構築、新幹線駅を核とした地域活性化等）

３．リニアを活かした観光・交流
①国内外との観光・交流の促進

（中部国際空港やリニア駅を核とした広域観光交流圏形成）
（リニア・北陸新幹線・東海道新幹線の環状ルート化）
（観光資源・観光地のネットワーク化・クルーズ振興等）

②昇龍道プロジェクトの展開強化
③国際交流拠点の魅力創造・発信

（国際会議や国際見本市、スポーツ大会、文化芸術イベントなどの誘致並びに施設整備等）

個性を活かしつつスーパー・メガリージョン
の形成による対流を通じてさらに磨く

首都圏、中部圏、近畿圏がそれぞれの特性・個性を活かし
つつ役割分担し、国際競争に打ち勝つ世界最大の広域経
済圏を形成

本社機能の移転

新しいライフスタイル（例）
会社員のワークスタイルの多様化（イメージ）

（在宅勤務）

（都市型
拠点施設）

（モバイル
勤務）

（モバイル
勤務）

新しいライフスタイルの選択肢の拡大

二地域居住

10
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第３章 実現に向けた具体的方策

第２節 スーパーメガリージョンのセンターとして、我が国の成長を牽引

リニア長野県駅（飯田市）を核とした地域づくり

【出典：リニアバレー構想（骨子）】

リニアの高速性を活かした新たな価値の創造

名古屋駅周辺まちづくり構想 昇龍道プロジェクト

目標とするまちの姿として【世界に冠たるスーパーターミナル拠点 】を掲げ、高いレベルの機能性を備え
たまちづくりを着実に進めるとともに、広く叡智を集め、世界の人々が集まり、魅了し続けるまちを目指す。

【出典：名古屋市ＨＰ】

白川郷（岐阜県） 松本城（長野県）

富士山（静岡県）伊勢神宮（三重県）

名古屋城（名古屋市）

兼六園（石川県）

中部圏の訪日外国人延べ宿泊者数

【出典：国土交通省「宿泊旅行統計調査」】

※従業者数１０人以下の施設も対象とした集計

台北駅「日本の観光・物産博」の様子

昇龍道海外プロモーション

【出典：中部運輸局】

昇龍道プロジェクトの展開強化

【2015 第2S～6S中部地区開催】
【出典：ツアー・オブ・ジャパンＨＰ】

スポーツ大会開催事例

リニア岐阜駅
（東口来訪者用交通広場イメージ）

【出典：中津川市HP（中津川市リニアのまちづくりビジョン）】

リニア岐阜県駅（中津川市）を核とした地域づくり

スーパーターミナル化

（9県）

昇龍道プロジェクト取組開始

広域観光交流圏の形成

【出典：国土交通省】

【出典：財団法人日本ラグビーフットボール協会】

名古屋駅および駅前空間のイメージ

地方空港イン・地方空港アウトの促進

地方イン ＋地方アウト
○地方空港から入国
○地方の観光地域を周遊
○地方空港から出国

信州まつもと空港、
富士山静岡空港 等
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第３章 実現に向けた具体的方策

第３節 地域の個性と対流による地方創生

【出典：第３次まんなかビジョン】

中部の地域構造とネットワークイメージ

「小さな拠点」の形成

◆ 全国各地で 「 道の駅 」 を地域活性化の拠点とする取組が進展
◆ この動きを支援するため、重点 「 道の駅 」 制度を創設し、優れた 「 道の駅 」

を関係機関と連携して重点支援する取組を実施

◆ 地域住民の交流や観光の振興を通じた地域の活性化に資する「みなと」を核と
したまちづくりを促進（賑わいのオアシス）

◆ 今後、災害発生時における防災拠点（安心オアシス）や、外航クルーズ客に多
様なサービスを提供

地域活性化の拠点

【「みなとオアシス」の概要】

【重点「道の駅」制度の概要】

連携中枢都市圏の形成をはじめとした高次都市機能等の相互補完連携

連携中枢都市圏

【国土交通省HPをもとに作成】

都市圏の
概念

都市構造をコンパクト化した上で、地域間で行政、民間企業や大学、
病院をはじめとする高次の都市機能を分担・連携
→ 人口減少社会において、「活力ある社会経済を維持するための拠
点」となる都市圏

多極分散型の重層的な地域構造～多様な都市がつながる中部～

先進都市名古屋をはじめ、製造業をメインとした産業都市、伝統文
化や技術、歴史の趣を醸し出す都市、自然資源に秀でた都市など
多種多様な特徴を有するまちや地域が広く分布

人口減少下において、地域産業・地域資源を活かした雇用創
出などを推進するとともに、行政や生活機能を一定のエリアに集
約化（コンパクト化）し、交通ネットワークで結ぶことにより住民生活
の利便性を向上。また、圏域内におけるそれぞれの地域が熱源
となり、地域特性に即した個性を磨き、役割や機能を分担しつつ
重層的な対流を促進することで、中部圏における地方創生を実
現。

【主要な施策】
１．コンパクト＋ネットワーク
①地域特性に即した「コンパクト＋ネットワーク」による対流の促進
②「小さな拠点」の形成・活用による持続可能な地域づくりの推進
③「道の駅」や「みなとオアシス」による賑わい交流・防災拠点の形成

（重点「道の駅」支援等）

２．広域的な連携により創り出す都市圏等の形成
①連携中枢都市圏の形成をはじめとした高次都市機能等の相互補完連携

（長野市、松本市、岐阜市、沼津市、静岡市、富士市、浜松市、豊田市、
四日市市、津市とその周辺地域及び東濃地域、志太地域、中東遠地
域、西三河地域、南伊勢・志摩地域等の地域で検討中）

②地域の個性や特性を活かした連携による地域づくり
（三遠南信地域、伊那谷地域、伊豆地域、紀伊半島地域、東海環状沿
線地域、定住自立圏、条件不利地域等（防災、医療、産業等））

③交流連携を促進するネットワークの強化
（道路ネットワーク、航空ネットワーク等）

３．産業の活性化による地域活力の維持・発展
①地域を支える農林水産業の強化（ロボット、植物工場、農地の大区

画化、林業の成長産業化等）
②地域住民の生活を支える産業の振興
③地場産業の振興

４．地域の個性を活かした交流連携の創出
①地域資源を最大限活用する観光振興

（世界遺産（文化・産業・農業等）、ユネスコエコパーク、ジオパーク、
食文化、海女や忍者など地域固有文化等）

②歴史・文化の魅力を活かしたまちづくり
（歴史や自然と溶け合う文化（高山、白川郷、伊勢、熊野、富士山、
三保松原、伊豆、妻籠宿・馬籠宿・関宿など旧宿場町・古い街並
み・旧街道等））

③中部固有の風土・風景を背景に良好な景観を創出
（地域との協働による景観形成、水辺の未来創造、風景街道など）

④伝統工芸の振興（からくり、木工技術、刃物、やきもの、和紙、染め物、
水引など）

５．快適・安心で人と環境にやさしい生活環境の構築
①自動車や公共交通など多様な交通手段の連携により住みやすい生活

環境を構築（半自動運転オンデマンドバス等）
②道路交通・公共交通等の安全確保（交通事故、通学路、雪害対策等） 12



【出典：中部地方整備局】

自動運転の実現に向けた取組（トヨタ自動車）

【出典：国土交通省HP】

農林水産業の競争力の強化

歴史まちづくりサミット（取組事例）

歴史まちづくり法により認定を受けている市の長が集
い、観光交流の連携、災害時の歴史・文化資産の復旧
への相互応援などを推進

丸山千枚田（熊野市） 富士山と調和した清水港

良好な自然と街道、まちなみ、港など多様な歴史文化を醸し出す景観

写真提供：（公社）三重県観光連盟
うだつの上がる町並み（美濃市）

写真提供：美濃市

【出典：名古屋大学森川高行教授作成の資料より】

モビリティーセンター（イメージ）

交通結節機能と様々な都市機能の一体化により
住みやすい生活環境を構築

一般国道41号 村中交差点（愛知県小牧市）

交通事故削減に向けた取組

歩道 整備後歩道 整備前

一般国道42号 鵜殿歩道整備（三重県紀宝町）

【出典：中部地方整備局】

【出典：観光三重ＨＰ】

亀山市関宿

【飛騨牛、富有柿等の農畜産物海外販路拡大の取組】 【食と緑が支える豊かな「あいち」を目指した取組】

【出典：TOKAIVISION アクションプラン】

第３章 実現に向けた具体的方策

第３節 地域の個性と対流による地方創生

地方を支える農林水産業の強化

【出典：食料・農村政策審議会資料】

目指すべき姿

快適・安心で人と環境にやさしい生活環境の構築

伝統的街並みや歴史的
建造物の保全と再生

地域の個性を活かした交流連携の創出

水辺の未来創造

狩野川（沼津市）水辺のオープンカフェ
【出典：中部地方整備局】

水辺に興味をもつ市民、企業や行政が一体となって
観光資源である水辺を活かした 地域振興に資するま
ちづくりの機運を高める取組：ミズベリングプロジェクトを
推進
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第３章 実現に向けた具体的方策

第４節 安全・安心で環境と共生した地域づくり

バックアップ機能強化・ネットワーク多重性・代替性確保

【出典：東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議資料】

産学官民129機関参加
による広域連携

基本戦略10課題に
重点取組

南海トラフ地震対策中部圏戦略会議における基本戦略１０課題への取組

広域防災拠点・広域支援体制の確立

中部版くしの歯作戦（道路啓開オペレーション）

災害に対して粘り強くしなやかな国土の構築南海トラフ地震や、頻発・激甚化する風水害・土砂災害、火山噴火災
害、渇水など自然災害に備え、ソフト・ハード一体となった防災・減災対
策を実施。さらに、国土の適切な管理やインフラの戦略的な維持・整
備・活用により安全・安心な国土づくりを促進。また自然環境の保全再
生等、環境と共生した持続可能な地域づくりを推進。

【主要な施策】
１．災害に対して粘り強くしなやかな国土の構築
①南海トラフ地震に備えた国土構造の構築
②頻発・激甚化する自然災害への対応

（スーパー伊勢湾台風等大規模な風水害や土砂災害、火山噴火、渇水等）
③都市の防災・災害対策の推進
④広域連携による支援体制の強化、並びに首都圏のバックアップ体制の強化
⑤ネットワークの多重性・代替性の確保

（我が国の社会経済活動を寸断させない東西大動脈のダブルネットワーク化）
（南北軸・環状軸強化（中部・北陸圏連携強化）

⑥地域コミュニティを活かした自助・共助社会の構築

２．国土の適切な管理
①循環型国土・社会の構築（水資源の安定確保、健全な水循環の確保、物質循環の確保等）
②総合的な土砂管理などの国土の適切な保全
③森林や農用地の整備・保全

（森林や農地の多面的な機能の発揮、農地の集積・集約化等良好な管理等）

３．インフラの維持・整備・活用
①インフラの戦略的なメンテナンスの推進
②インフラの安定的・持続的な整備
③利用者ニーズに応じた既存ストックの最大限活用（インフラを戦略的に賢く使う）
④インフラを支える担い手の確保・育成

４．環境と共生した持続可能な地域づくり
①自然環境の保全・再生
②低炭素型都市・地域づくりの推進

大規模な
広域防災拠点

広域防災
拠点

支援ルート
(被災地内)

支援ルート
(被災地外→被災地内)

（凡例）

【出典：東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議資料を改訂】

中部圏

首都圏

近畿圏

北陸圏

首都
直下地震

道路啓開の目標

●３日以内：人命救助のため、救援・救護ルートを確保【被害の甚大なエリアを中心】
●７日以内：生活維持のため、防災拠点等を連絡する緊急物資輸送ルートを確保【被害地域全域】

地震・津波対策の推進

自衛隊によるTEC-FORCE隊の輸送訓練

関係機関の広域連携による防災訓練

【地すべり対策】

【津波避難タワー】

南海トラフ地震対策中部圏戦略会議

【出典：中部地方整備局】

【出典：中部地方整備局】

静岡県・国交省・
自衛隊連携訓練
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第３章 実現に向けた具体的方策

第４節 安全・安心で環境と共生した地域づくり

老朽化した道路や橋は、悲鳴をあげています ！

戦略的なメンテナンスサイクルの推進

「インフラを戦略的に使う」取組事例

【出典：中部地方整備局】

【出典：中部地方整備局】

若年建設業従事者が、講義や現場見学
をともに受講することにより建設業の職業
観・就労意識を形成・向上

建設若者塾の開催

グループミーティング イメージ

【資料：中部圏建設広報ネットワーク協議会】

【伊勢湾再生プロジェクト】

【出典：伊勢湾再生推進会議事務局】

伊勢湾流域圏

伊勢湾の環境基準の達成を目指し、多様な生物が生息・ 生育する、人々が海と楽しく安全にふれあえる、美しく健全
で活力ある伊勢湾の再生

循環型国土・社会の構築・自然環境の保全再生に向けた取組事例

低炭素社会の実現を目指す取組事例

【豊田市 環境モデル都市アクションプラン】

豊田市は平成21年1月に、『環境モデル都市』と
して国から選定され、活気のあふれる低炭素社会
に向けて、さまざまな取組を推進。

＜環境モデル都市の概要＞

【出典：内閣府ＨＰ】

現場見学イメージ

インフラを支える担い手の確保・育成 取組事例

交流会イメージ

スマートシティ

67%

50年未満
33%

50年以上経過

18%

50年未満
82%

50年以上経過

43%50年未満
57%

50年以上経過

現在（2013） 10年後（2023） 20年後（2033）

インフラの高齢化割合が今後加速度的に増加

道路橋（2m以上）

※建設不明年度を除く約４０万橋を対象

出典：国土交通省「社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会
技術部会社会資本メンテナンス戦略小委員会資料」をもとに作成

総合的な土砂管理

【出典：中部地方整備局】

総合的な土砂管理 概念図
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第３章 実現に向けた具体的方策

第５節 人材育成と共助社会の形成

ダイバーシティ経営…「多様な人材を活かし、その能力が最大限発揮できる機会を提供することで、イノベーションを
生み出し、価値創造につなげている経営」

「なでしこ銘柄」選定企業
平成24年度ダイバーシティ経営企業100選（経済産業大臣表彰）受賞企業の事例

【豊田通商株式会社】 ・仕事と家庭の両立支援制度の充実と利用できる風土の醸成
・女性のキャリア開発支援の取組
・多様性の促進に向けた様々なアプローチ

【出典：中部経済産業局「平成25年度版一人ひとりが輝くために中部における多様な人材活用事例集】

医療・介護、福祉における安全な暮らしの確保

【ソーシャルビジネスサポートあいち】

地域金融機関、日本政策金融公庫、地方公
共団体、中間支援組織等で連携して支援する
ためのネットワーク。
ソーシャルビジネス事業者支援に特化した、

地方公共団体、地域金融機関、中間支援組
織の三者がネットワークを立ち上げたのは、全
国初の事例。

女性活躍社会に向けた取組

多様な主体による地域づくりの取組事例

田原市：田原市給食センター

桑名市：桑名メディアライブ

ＰＦＩ活用例

ソーシャルビジネス事業者支援の取組事例

【出典：飯田市ＨＰ】

有料道路における活用例

H24. 2 愛知県から構造改革特区提案

H26. 5 構造改革特区推進本部決定

H26. 6 日本再興戦略（改訂２０１４）
地方道路公社の有料道路事業における公共施設等運営
権制度の導入に向けて、構造改革特区推進本部決定に
基づき、早期に法制上の措置を講ずる

（経緯）

愛知県において、道路公社が管理す

る８路線を対象としてコンセッション

方式の活用を検討中

【出典：国土交通省】

中部圏のゆとりある生活環境や、地域や人のつながり、地域コミュニティ
の強さなどを活かし、安心して子どもを産み育て、女性が就労しやすく、
高齢者も生き甲斐を持って参画できる社会を実現。また次代を担う人材
を育て、誰もが地域に愛着を持ち、助け合う共助社会を実現。

【主要な施策】
１．人材育成、女性・高齢者等の参画社会
①グローバルに活躍する人材の育成と確保

（ものづくり技術を継承する人材、高度な研究開発を担う人材、産学官連携等）
②地域を担う人材の育成と確保（地域産業、医療・介護、福祉、適所雇用等）
③女性活躍社会の実現（仕事、子育て等）
④高齢者参画社会の促進
⑤多文化共生社会の形成

２．共助社会
①多様な主体（地域自治組織、ＮＰＯ、民間等）による地域づくり、共助社会づくり

（地域資金の活用、エリアマネジメント等）
②若者をはじめ、誰もが愛着と憧れを持ち、住み続けたくなる地域づくり

（ＵＩＪターン等ふるさと移住の促進等）
③コミュニティの再生（地域の絆、空き家対策等）

３．医療・介護、福祉における安心な暮らしの確保
（地域包括ケアシステム等）
（ＩＣＴ等の技術革新やイノベーションの導入等）

４．民間活力の活用（ＰＰＰ、ＰＦＩ、インフラファンド等）

地域の中で支え合うために必要なサービス構築への取り組み（四日市市）

平成24年4月より大型団地の中心にある商店街の空き店舗を活用して、①総合相談機能②食の確保機能③地域住民の集いの場
としての機能を併せ持った《孤立化防止拠点》を「社会福祉法人青山里会」が運営。現在、１日に約２０名あまりの地域住民の方が
利用されている。
また、その取り組みと連動する形で、地域住民・自治会が主体となって地域完結型の日常生活支援を目的とした会員制組織『ライ
フサポート三重西』を発足。
H25年3月より65歳以上の高齢者等向けに、地域住民による安価な日常生活支援サービス提供システムとしてスタートしている。

【出典：厚生労働省HP】

【出典：桑名市HP】

【出典：田原市HP】

【出典：名古屋市（なごや★ぼらんぽナビ）HP】
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